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平成 26 年３月 31 日 

関 東 管 区 行 政 評 価 局 

盲導犬の飲食店への入店にご理解を 

長野県内の行政相談委員から寄せられた行政相談委員意見について、当局が管轄する１都９県

の自治体における身体障害者補助犬法担当窓口（以下「担当窓口」という。）の活動状況および各

自治体に居住する身体障害者補助犬使用者の意見・要望等を聴取するとともに、関東管区行政評

価局行政苦情救済推進会議（座長：利根忠博 埼玉県立大学理事長 埼玉県経営者協会名誉会長ほ

か７名）において検討しました。その意見を踏まえ、身体障害者補助犬法に関する広報・周知活

動の推奨事例等を自治体の担当窓口に伝えました。 

【行政相談委員意見の概要】

盲導犬を使用している方から、飲食店等で入店・利用を拒否されることが何回もあ

ったとの話を聞いた。盲導犬を含む身体障害者補助犬の使用者が安心し快

適に生活を送ることができるよう、制度の周知・啓発方法を改めるべき

ではないか。 

【調査結果】 

１ 当局管内の自治体に居住する身体障害者補助犬使用者（24名）に対し、アンケート調査をし

たところ、10 名（約４割）が「担当窓口がどこで何をやっているかを知らない」と

回答しました。 

２  当局が、管内１都９県の 12 か所（指定都市等を含む）の担当窓口に対して調査したところ、

身体障害者補助犬法に関する広報・周知活動の推奨事例が確認できました。 

行政苦情救済推進会議の意見】 

関東管内１都９県の 12 か所（指定都市等を含む）に対し、当局における身体障害

者補助犬使用者のアンケート調査結果、担当窓口に対する聴取結果で得られた推奨

事例等を参考にしていただくことが適当であるとの結論に至りました。 

【本件担当】関東管区行政評価局 総務部 首席行政相談官室 首席行政相談官 坂口 

電話：０４８－６００－２３１３    ＦＡＸ：０４８－６００－２３３６ 



 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

行政相談委員意見とは 

総務大臣が委嘱する行政相談委員は、行政相談委員法（昭和 41年法律第 99 号）第４

条に基づき、総務大臣に対して、業務の遂行を通じて得られた行政運営の改善に関する

意見を述べることができるとされています。 

行政相談委員意見の要旨 

盲導犬を使用している方から、飲食店等で入店・利用を拒否されることが何回もあっ

たとの話を聞いた。また、連れている犬が盲導犬であることを説明しても理解してもら

えないのが現状とのことである。身体障害者補助犬使用者が安心し快適に生活を送るこ

とができるよう、制度の周知・啓発方法を改めるべきではないか。 

盲導犬とは 

盲導犬は、目の不自由な人が街なかを安全に歩けるようにサポートするため、特別な

訓練を受け、身体障害者補助犬法に基づいて認定を受けた犬です。 

「身体障害者補助犬」には、盲導犬のほか、耳の不自由な人をサポートする「聴導犬」、

手や足が不自由な人をサポートする「介助犬」がいます。いずれも、盲導犬と同様、特

別な訓練を受け、身体障害者補助犬法に基づいて認定を受けた犬です。 

飲食店等には、身体障害者補助犬法により、原則として身体障害者補助犬を受け入れ

る義務があります。 

身体障害者補助犬法の概要 

 

身体障害者補助犬法（平成 14年 5月 29 日法律第 49号。以下「法」という。）は、身

体障害者補助犬の育成及びこれを使用する身体障害者の施設等の利用の円滑化を図り、

身体障害者の自立及び社会参加の促進に寄与することを目的として制定されたもので

す。法第９条は、飲食店や旅館等は原則として身体障害者補助犬の入店を拒否すること

はできないと定めています。 

また、法第 25条及び第 26 条において、都道府県知事（指定都市及び中核市の場合は

当該市長）に対し、補助犬の同伴又は使用に関する苦情を申し出ることができると定め

られていることに基づき、担当窓口が設置されています。 



 

 
  

  

 

  

 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

当局の調査結果 

 

 １ 当局管内の各自治体に居住する身体障害者補助犬使用者（24 名）に対し、アン

ケート調査をしたところ、10 名（約４割）が「身体障害者補助犬法担当窓口がど

こで何をやっているかを知らない」と回答 しました。 

 ２ 当局が、管内１都９県の 12 か所（指定都市等を含む）の担当窓口に対して調査

したところ、次のとおり身体障害者補助犬法に関する広報・周知活動の推奨事例

が確認できました。 

○ 身体障害者補助犬に関する苦情や相談のために担当窓口を利用しやすくする

よう、窓口の業務として相談や苦情を受け付けていることをホームページや広

報誌等で明示している。（10 か所） 

○ 飲食店事業者等の指導を所管する保健所等他の行政機関等と連携して効果的

と考えられる広報・周知活動を行っている。（６か所） 

行政苦情救済推進会議の意見 

「担当窓口がどこで何をやっているかを知らない」という身体障害者補助犬使用者の

回答が当局のアンケート調査において約４割あったという事から、身体障害者の施設等

の利用の円滑化を図り身体障害者の自立及び社会参加の促進に寄与することを目的と

する法の趣旨を踏まえ、管内担当窓口は、飲食店事業者等の指導を所管する保健所等他

の行政機関等との連携を密にして、身体障害者補助犬使用者が安心し快適に生活を送る

ことができるように各種取組を行う必要がある。 

参考連絡（平成 26 年２月 25 日）の内容 

身体障害者の施設等の利用の円滑化を図り身体障害者の自立及び社会参

加の促進に寄与することを目的とする法の趣旨を踏まえ、管内担当窓口は、

飲食店事業者等の指導を所管する保健所等他の行政機関等との連携を密に

して、身体障害者補助犬使用者が安心し快適に生活を送ることができるよう

に各種取組を行う必要があり、当局における身体障害者補助犬使用者のアン

ケート調査結果、担当窓口に対する聴取結果で得られた推奨事例等を参考に

していただくことが適当であるとの結論に至りましたので、業務の参考にし

ていただくよう御連絡致します。 




